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研究成果の概要（和文）：本研究では、Web会議システムを用いたアクティブラーニング型健康教育が、アクセ
スしやすさと、対人交流による受け入れやすさ・意欲向上へ良い影響を与えると期待し、高齢者を対象に介入の
実行可能性と身体活動への持続効果を検証した。ランダム化比較試験の結果、週1回90分、12週間の教室をオン
ラインで実施した介入群の参加・継続率は良好であり、メールでの資料配信のみの対照群と比べて24週後の身体
活動維持にも中等度の効果が確認された。

研究成果の概要（英文）：We devised a 12-week health education program conducted using the 
videoconferencing software Zoom, with the aim of having participants engage in active learning. A 
control group was provided a similar 12-week program by email, with attached pdf files giving health
 instructions in a passive learning format. We assessed the participants before and after the 12 
weeks, then performed a follow-up at 36 weeks.  The results showed that compared to the control 
group the videoconferencing group showed some maintenance effects in the amount of time spent doing 
physical activities as opposed to sedentary behavior.

研究分野：老年医学

キーワード： 健康教育　介護予防　身体活動　eHealth　理学療法　リハビリテーション　行動変容　ランダム化比較
試験

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
ヘルスケア領域での大きなトレンドであるICTと、我々が考案したアクティブラーニング型介入を融合すること
で、距離や場所の制約なく、他者との協働による健康づくりを実践することが可能となる。本研究成果は、どこ
からでも参加可能で、持続可能性に配慮した新しい健康教育プログラムを提案する。ポストコロナ社会において
デジタル化がさらに進む中で、本プログラムは特に重要な意義を持つと考えられる。今後、規模を拡大した効果
検証が望まれる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
持続的な身体活動の実施は、健康寿命の延伸およびフレイル予防のため、高齢者にとって極め
て重要である。グループでの活動や仲間との交流は、高齢者のアドヒアランス向上に寄与するお
されるが、身体活動への効果が介入後も維持されるかを検討した研究は少ない。そこで我々は、
主体的な学びと他者との協働を促進するアクティブ・ラーニング型の身体活動介入を提案し、高
齢者の身体活動に及ぼす持続効果を報告してきた[1, 2]。 

ICT（Information and Communication Technology）を活用したヘルスケアサービスは、
eHealthと総称され、距離的制約からの解放や参加・継続率向上など、多くのメリットが期待で
きる。高齢者のインターネット利用は増加しており、令和 3年通信利用動向調査（総務省）によ
ると、日本におけるインターネット利用者の割合は、65～69歳で約 80％、70～79歳で約 60％
であった。Web 会議システムによるアクティブラーニング型身体活動介入は、都市部でも地方
でもアクセスしやすく、高齢者が仲間と交流しながら参加できる、新しい eHealth 介入になり
うると考えられた。しかし、アクティブラーニング型身体活動介入が、高齢者（65 歳以上）に
おいて、Web会議システムを利用した環境で実現可能であるかは不明であった。 
最近の系統的レビューでは、eHealth介入には高いリテンション（継続率）が期待できると報
告されている[3]。しかし、eHealthに関する既存のエビデンスのほとんどは、50～55歳という
低い年齢層を対象とした研究から得られたものであり[3-5]、高齢者（65歳以上）への適用可能
性は明らかでない。また、現状の eHealthは、オンラインでの情報提供やコーチングなど、「介
入者（またはシステム）⇔対象者」の関係性で完結することが多い。これに対して、高齢者にと
っては、人との直接的な関わりが少なくなることが、ICT利用の障壁になりうるとも指摘されて
いる[6]。Web 会議システムを通じた同時双方向型プログラムは「対象者⇔対象者」の相互作用
を促すことで、この障壁の解決に役立つ。Web 会議は健康増進介入の報告こそ少ないが、無料
サービス（Skype, LINE）も多く、比較的導入・操作が簡単なため、シニアフレンドリーで汎用
性が高い介入として、ICTを活用した次世代の介護予防・フレイル対策の実現に寄与するものと
考えられた。以上より我々は、これまでに報告した対面での介入プログラム[1, 2]と同様に、Web
会議システムによるアクティブラーニング介入は、持続的な身体活動実施のための実現可能で
有益な手段になりうると仮説を立てた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、アクティブラーニング型健康教育をWeb会議システムにより実施し、オン
ラインでの実行可能性と身体活動への持続効果を予備的に検証することである。課題 1 では、
Web 会議システムを用いたアクティブラーニング型身体活動介入のプログラムを構築するため
のフィージビリティスタディを実施し、その安全性と高齢者における受容性（Acceptability）を
確認した。課題 2では、ランダム化比較試験のデザインを用い、介入終了後にフォローアップ期
間を設けて、介入へのアドヒアランスとリテンションを評価した。また、身体活動やそれに関連
した行動スキルに対する潜在的な介入効果を調査した。 
本研究では、高齢者のフレイルを予防・管理するための最も効果的な介入の一つとされる身体
活動(Negm et al., 2019)を主たるターゲットとした。身体活動は加齢とともに徐々に低下するた
め、介入後の評価で短期的に増加させるのではなく、介入後のフォローアップ期間を設けて、長
期的に維持することに焦点を当てた。 
 
３．研究の方法 
【課題 1】 
1. デザイン 
 シングルアームのフィージビリティスタディとして実施し、介入期間 12週間の前後でア
ウトカムデータを収集した。 

2. 対象 
 PC（またはタブレット）を所有し、E メールの利用が可能な 65 歳以上の地域在住高齢
者とした。除外基準は基本的日常生活動作の非自立、認知障害（Rapid Dementia Screening 
test：4点以下）、運動の実施に制限をもたらす疾患を有する場合とした。 

3. 介入 
 対象者は、Web会議システム（zoom）の使用に関する説明を受けた後、週 1回 90分、
12週間の「運動・栄養を中心とした高齢期の健康づくり」をテーマとしたオンライン学習
プログラムに自宅から参加した。各課題について、『①基本的な情報提供と学習課題の提示
→②課題に関する調査・自己学習（宿題）→③教室でのグループワークによる議論と全体で
の共有→④実行計画と日常生活での実践』を一連の基本的な流れとした（図 1）。 

 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 学習の流れ 
 
4. アウトカム 
 受容性（Acceptability）の評価として、介入後のアンケート調査により、5段階のリッカ
ート尺度を用いて、満足度および「健康づくりに役立ったか」を聴取した。実行可能性は、
参加者のリテンションと介入へのアドヒアランスに基づいて評価した。リテンションは、
介入後評価を完了した参加者の数（割合）として算出した。介入へのアドヒアランスは、12
回のセッションへの出席率として算出された。副次アウトカムとして、身体活動を活動量
計で測定した歩数と中強度以上の活動により、身体機能を通常・最大歩行速度により、認知
機能を処理速度 (digit symbol coding subtest) および言語流暢性により介入前後に評価し
た。 

5. 統計解析 
 介入へのアドヒアランス、リテンション、および受容性に関する質問への回答について、
頻度・割合により記述した。副次アウトカムに関して、対応のある t検定を用いて介入前後
で比較した。 

6. 倫理的配慮 
 本研究は、対象者に研究の目的や内容、個人情報の保護について口頭と書面にて十分に
説明した上で同意を得た。富山県立大学・人を対象とする研究倫理審査部会の承認を受け
て実施した（番号：第 R2-4号）。 

【課題 2】  
1. デザイン 
 本研究は、2つの並行群（1：1割り付け）によるパイロットランダム化比較試験であ
る。介入期間は 12週間とし、ベースライン時および介入後（12週）、介入後 24週の追
跡調査時（36週）にアウトカムデータを収集した（図 2）。試験デザインと実施の指針と
して、CONSORT声明（パイロット試験への拡張版）[7]に従った。 本研究は、試験プロ
トコルを、University Hospital Medical Information Network Clinical Trials Registry
（UMIN000044835）に登録して実施した。 
 

         図 2 介入・アウトカム評価のスケジュール 
 

2. 対象 
 PC（またはタブレット）を所有し、E メールの利用が可能な 65 歳以上の地域在住高齢
とした。除外基準は基本的日常生活動作の非自立、認知症・パーキンソン病・うつ病の診
断、運動の実施に制限をもたらす疾患を有する場合とした。 

3. 割付とマスク化 
 介入群と対照群に、Web システム [8]を利用して層化ブロックランダム化した（性で層
別化）。アウトカム評価者（加速度計の測定と使用について参加者に指導する研究補助者）
は、割り付けについてマスク化された。介入の性質上、ランダム化後の割り付けについてス
タッフや参加者をマスク化することはできなかった。 

4. 介入 
 介入群には、zoomを利用して週 1回 90分、12週間の「運動・栄養を中心とした高齢期
の健康づくり」をテーマとしたアクティブラーニング型健康教育介入を行った。各学習課
題（例：ウォーキングを継続する工夫を考える）について、『①基本的な情報提供と学習課



題の提示→②課題に関する調査・自己学習（宿題）→③教室でのグループワークによる議論
と全体での共有→④実行計画と日常生活での実践』を一連の基本的な流れとした。対照群
には、介入群と同様のテーマで週１回メールによる資料配信を行った。 

5. アウトカム 
実行可能性は、参加者のリテンションと介入へのアドヒアランスに基づいて評価した。リ
テンションは、介入後評価と最終フォローアップ評価を完了した参加者の数（割合）として
算出した。介入へのアドヒアランスは、12 回のセッションへの出席率として算出された。
また、加速度計（ActiGraph GT3X-BT）により身体活動を 7日間測定し、総活動時間と座
位時間割合を算出した。また、オンラインフォームにより運動に関する行動学的スキル尺
度（範囲：5–25点）を測定した。 

6. 統計解析 
 リテンション、および介入へのアドヒアランスを頻度・割合により記述した。介入前か
ら、介入後およびフォローアップ評価（介入後 24週）までの変化量の平均差（対照群を基
準）と 95%信頼区間、標準化効果量(Hedges' g)を推定した。 

7. 倫理的配慮 
 本研究は、対象者に研究の目的や内容、個人情報の保護について口頭と書面にて十分に
説明した上で同意を得た。富山県立大学・人を対象とする研究倫理審査部会の承認を受け
て実施した（番号：第 R3-5号）。 

 
４．研究成果 
【課題 1】 
対象となった 16名（平均 72.4歳、男性 7名）全員が介入を完遂した。14名（87.5%）が 12
回全てに参加し、全員が全ての宿題を提出した。教室中の事故などの有害事象は発生しなかった。
満足度は、8 名（50％）が大変満足、8 名（50％）がやや満足と回答した。「健康づくりに役立
ったか」の質問には、8名（50％）がとてもそう思う、8名（50％）がややそう思うと回答した。
歩数、中強度以上の活動、通常・最大歩行速度、処理速度に有意な改善が認められた（p＜0.05）。 
【課題 2】  
対象者は 29名（平均 73.9歳、男性 20名）であった。各群の基本属性を表 1に示す。介入群
で 14名（93%）、対照群で 14名(100%)が介入後評価に参加した。介入群の出席率は 83–100%(平
均 97%)であった。教室中の事故などの有害事象は発生しなかった。 
 
表 1 対象者の基本属性 

 介入群 n=15 対照群 n=14 
年齢, 歳 73.9 (3.9) 69.4 (3.2) 
性別（男） 5 (33) 5 (36) 
教育年数, 年 

  

   <10 1 (7) 0 (0) 
   10–12 4 (27) 3 (21) 
   ≥13 10 (67) 11 (79) 
Rapid Dementia Screening test, 点 10.1 (1.9) 10.4 (1.4) 
BMI, kg/m2 23.6 (3.7) 23.5 (3.9) 
身体機能 

  

 握力, kg 29.0 (4.5) 30.3 (6.9) 
 歩行速度, 秒 1.3 (0.1) 1.3 (0.1) 
連続変数は平均値（標準偏差）、カテゴリ変数は該当する人数（%）を記載。 

 
 介入前後の変化量の群間差を算出した結果、総身体活動時間 (平均差[95%信頼区間]=22.0分/
日[-16.8, 60.7]，g=0.44)、座位時間割合 (-2.5%[-7.1, 2.1], g=0.41)、行動学的スキル尺度 (3.1[-
0.2, 6.3], g=0.71)について中等度の効果量を認めた（図 3）。 
また、介入群で 14名（93%）、対照群で 12名（86%）がフォローアップ評価に参加した。介
入前からフォローアップ評価までの変化量の群間差を算出した結果、総身体活動時間 (平均差
[95%信頼区間]=25.4分/日[-10.9, 61.8]，g=0.55)、座位時間割合 (-2.3% [-6.2, 1.8], g=0.47)、行
動学的スキル尺度 (2.3点 [-0.8, 5.4], g=0.59)について中等度の効果を認めた（図 3）。 
 



 
図 3 介入後・フォローアップ評価における各群の変化量と群間差（95%信頼区間） 

 
以上の結果より、Web会議システムによるアクティブラーニング型健康教育のリテンション・
アドヒアランスは、対面での介入と同様に良好であった。過去に報告されているWeb会議シス
テムを用いた先行研究は、「介入者⇒対象者」の関係性で適切な運動指導を行うことに主眼を置
くものであった。一方で本研究では、Web会議システムの利点を活用し、「対象者⇔対象者」の
交流による相乗効果や受け入れやすさの向上を期待できる点が特徴である。身体活動維持への
効果も十分に期待できるため、今後規模を拡大したランダム化比較試験が望まれる。 
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